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ネットワークの復旧状況
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基地局
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衛星基地局
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８１％
影響なし

１％

震災前と
ほぼ同等の状態に
回復

復旧済み

１８％
対応中

ネットワークの復旧状況 （東北＆関東）

(総局数 19,950局)
（16,164局）

（3,591局） （195局）

2011年4月20日時点
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今後発売されるほぼ全機種に搭載

緊急地震速報

2011年新機種発売済みモデル

DELL Streak 001DL 003SH 005SH

X06HT X06HT II 001HT Libero 003Z

831N
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「復興ビジョン」が導く日本の未来

2011年4月20日
ソフトバンク株式会社

代表取締役社長

孫 正義
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１．復興支援に向けて

２．原発問題について

３．エネルギー政策の転換
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財団法人 設立準備中
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みんなで
がんばろう日本
プロジェクト

復興支援プラットフォーム（構想）
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復興支援「やりましょう」

31案件/21

できました

・不足物資管理ツール

・被災動物の救済支援

・ボランティアへ
携帯電話無料貸出

・
・
・

・復興支援ポータル開設
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復興支援ポータルサイト

約200万アクセス/日

・避難者受入れ情報
(57,000世帯)

・避難所情報
・NPO情報
・支援自治体情報
・支援企業情報
・災害支援都市情報
・募金、基金情報 など
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救援物資マネジメントシステム

スムーズな物資供給を支援

孤立被災者
倉庫

スーパー 避難所
NPO
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近日中アップグレード予定



15

ＮＰＯ寄付サイトを日本初提供
（携帯通話料と一緒に支払い可能）

ＮＰＯ

シンプル操作で
寄付可能

ソフトバンク
ユーザー

ＮＰＯ

ＮＰＯ

ＮＰＯ
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18歳になるまで

携帯料金無料

ソフトバンク以外の携帯会社も対象

震災遺児・孤児支援(予定)
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避難所

避難所向けインターネット環境支援(予定)

避難所へ公衆iPad設置
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・ NPO等への早急な支援
・ 震災遺児への中長期的な支援

義援金・支援金の寄付

ソフトバンクグループ 10億円

等を通じて寄付
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１．復興支援に向けて

２．原発問題について

３．エネルギー政策の転換
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田村市総合体育館（福島）
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セシウム137検出

326万ベクレル/m
(チェルノブイリの6倍)

半減期は30年

2

40km

20km

30km
飯舘村

2011年3月25日 朝日新聞一面より
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@masason

20-30kmの 「自主避難」という
政府方針どう思いますか？

3月30日（水） 21:50
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８５％
反対

１３％

自主避難への
反対多数

賛成
２％どちらとも

言えない

※ 当社集計（全779ツイート）
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日本政府は、

ＩＡＥＡの調査方法で適時開示すべき。

日本独自の調査方法では

海外からの信用不安を払拭できない。

国際的風評被害
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国際的風評被害の原因

表層部分
ベクレル/㎡

表面から約5cm
ベクレル/kg

出所：YOMIURI ONLINE 読売新聞 http://www.yomiuri.co.jp/science/news/20110401-OYT1T00786.htm
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総務省の通達
（4月6日）

インターネット上の流言飛語について関係省庁が連携し、
サイト管理者等に対して、法令や公序良俗に反する情報の
自主的な削除を含め、適切な対応をとることを要請

ネット上の流言飛語の

自主的な削除
を要請
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１．復興支援に向けて

２．原発問題について

３．エネルギー政策の転換
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「原子力の安全性を求めると同時に、
クリーンエネルギーに
積極的に取組んでいく。」

（新規計画について）

「白紙から検証をしなければならない。」

（既存の原発について）

「これまでの安全基準でいいか
再チェックする必要がある。」

※日本経済新聞 2011年4月18日、4月12日



29出典：電気事業便覧平成22年版

原子力
30%

火力
61%

発電電力量 構成比率（平成21年度）

9%

原子力
30%

火力
61%

自然エネルギー
（水力含む）

9%
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世界の原発廃炉年数の分布
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40年廃炉

40年廃炉
（福島震災後）

国内の原発設備容量

2010 2020 2030 2040 2050 2060

10

20

30

40

50

（GW）

※ 出典：環境エネルギー政策研究所
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稼動開始原発の発電量

総発電量維持に新たに必要な発電量

稼動中原発の総発電量 （40年廃炉で試算）

老朽化した原発の置き換えは非現実的

※ 出典：IAEA PRISデータ（2011年4月11日更新情報）を元に当社算出

GW/年
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・耐用年数超過原子炉の原則使用停止

・経産省・安全委員会・保安院・電力会社などの

天下り人事交流禁止

・ひび割れなど異常事象に対する安全監査の厳格化

・異常事象情報の完全開示

・ＩＡＥＡ国際基準数値の同時公開

・地震発生リスク上昇地区運転の見直し

原発安全稼動の基本ポリシー（例）
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エネルギー別 発電コスト
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エネルギー別 発電コスト
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出所：2010年 エネルギー白書
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設置許可申請書に記載された原発の発電原価

※ 出典：環境エネルギー政策研究所
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エネルギー別 発電コスト
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原発の追加コスト

原子力関係予算

4000億
核廃棄物
処理コスト

事故
対策費

＋＋
・地域対策交付金

・もんじゅ運用経費 等
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0

5000

10000

15000

当初予定

3,500億

フィンランドの事例

追加コストがかさみ
高コストに

（億円）

14円/kWh ＋ 燃料費等

オルキルオト３号機（建設遅れ）

1.5兆円

※ 出典：環境エネルギー政策研究所
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原発と太陽光発電のコストが逆転

原子力

太陽光

米
セ

ン
ト
(
2
0
1
0
)
/
キ

ロ
ワ

ッ
ト
時

【出典】 John O. Blackburn and Sam Cunningham, “Solar and Nuclear Costs — The Historic Crossover - Solar Energy is Now the 
Better Buy”, NC WARN,  (July 2010)
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エネルギー政策の転換

国民全員が安心できる社会へ
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太陽光発電の累積導入量の推移
（ドイツの事例）

0

5

10

15

2000 2004 2008
出所：1999-2009年実績 EPIA(2010年5月)。
為替は、1ユーロ＝120円換算

2010

5GW

9GW

16GW
GW（累積導入）

固定価格
買取制度

（61円）

制度改訂
（65円）
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自然エネルギーの構成比目標
（2020年）

出所：
REWNEWABLES 2010 GLOBAL STATUS REPORT

21%

29%
25～30%

23%

（%）

日本もＥＵ並みの目標へ
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太陽光に関する諸外国の買取価格
（全量買取制度）

※出典：経済産業省「再生可能エネルギーの全量買取に関するプロジェクトチーム」第4回会合資料（H22.3.24）
※ドイツ・スペインは2009年、イタリア・フランスは2008年稼動設備の価格
※1ユーロ＝130円で換算

52.3～

63.7円

25年

58円71.5円
41.6～

44.2円

42.9～

54.9円

買取価格
/kWh

－20年25年20年買取期間

ドイツ スペイン イタリア フランス ＥＵ平均

＋売電価格 （12MW未満）（屋根用）
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全量買取制度
４０円/kWh ２０年間

※ メガソーラー 40円/kWh、住宅用 42円/kWh
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現在

化石・原発
エネルギーコスト

自然
エネルギーコスト
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電気料金/1世帯

現在現在 今後今後

8,000円 8,000円

500円程度

（一時的）

安心・安全

＋



48

原発と太陽光発電のコストが逆転
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【出典】 John O. Blackburn and Sam Cunningham, “Solar and Nuclear Costs — The Historic Crossover - Solar Energy is Now the 
Better Buy”, NC WARN,  (July 2010)
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２０１１年

「自然エネルギー財団」
創設
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風力発電太陽光発電

地熱発電 バイオマス発電

自然エネルギーの研究と政策提言

海洋発電

太陽熱発電

etc…
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復興プロジェクト例

「東日本
ソーラーベルト構想」
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「原子力の安全性を求めると同時に、
クリーンエネルギーに
積極的に取組んでいく。」

（新規計画について）

「白紙から検証をしなければならない。」

（既存の原発について）

「これまでの安全基準でいいか
再チェックする必要がある。」

※日本経済新聞 2011年4月18日、4月12日
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